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『重層的支援体制整備事業後方支援事業』における令和６年度調査
重層的支援体制整備事業の成果と課題（実施社協アンケート調査結果）

①重層的支援体制整備事業の取組状況に関する
現況調査

〔調査対象〕
（自治体）
・令和６年度に重層事業を実施している区市《２３地区》
・令和６年度に重層事業移行準備事業を実施している区市《７地区》
・重層事業を実施していない区市町村《３２地区》
（社会福祉協議会）
・令和６年度に重層事業を実施している区市社協《２３地区》
・令和６年度に重層移行準備事業を実施している区市社協《７地区》
〔調査期間〕
令和６年６月１４日～７月１７日（３４日間）
〔調査方法〕
電子メールでの調査票の送付・回収にて実施
〔回答結果〕
自治体（６２／６２地区）、社協（３０／３０地区） 回収率：１００％

②重層的支援体制整備事業の成果と課題調査
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連携できる機関の広がり、重層前から取り組んできた地域づくりへの認知が高まる

１ 成 果



3

5

4

2

5

6

6

3

6

4

4

5

2

4

2

4

5

5

3

2

4

4

3

2

4

4

2

7

5

5

7

5

1

1

0 5 10 15 20

R3・R4 R5 R6

（1）

（2）

（3）
（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9）
（10）

（11）

１ 成 果
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明確化までには至らないものの、行政と社協の役割の整理がすすんでいる

１-1
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部署を超えた連携、支援会議の出席、事例検討などを通じた社協内のつながり

１-2
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それぞれの地域の実情に応じた支援体制の構築がすすめられている
１-3
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支援会議の開催によって、情報交換や連携がスムーズにすすむようになった

１-4
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支援会議等を重ねることで、関わりの少なかった機関と連携する機会が増加

１-5
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支援会議等の開催が複数の機関の支援方針・支援内容の共有につながる

１-6
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約半数の実施社協で、本人の強みを見つけ、関心を地域につなぐ意識が高まった

１-7
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１-8

７割近いの実施社協で社会参加に向けた場づくりが進んだと感じている
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地域づくりについて、約６割の実施社協が区市町村での認知がすすんだと感じた

１-9
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準備段階からの他地区への視察や、情報交換会等を通じて比較検討がすすんだ

１-10
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解決にはつながりにくいが課題を重大化させない予防的な支援と地域づくりが必要

１-11
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フォーマルな機関同士の連携、インフォーマルな活動との連携を個別支援、地域づくりで

２ 課 題
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押し付け合いではない連携、分野横断的な関係機関との連携の視点が必要

２-1
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２-2

制度や福祉サービスなどにつながるべき等、行政の対応が望ましいケースがある
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２-3

参加する会議体が増え、目的にあわせた会議体の整理が必要という状況もある
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２-4

幅広い分野や知識、地域の社会資源の把握と人材育成・スキルアップ体制
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２-5

地域福祉コーディネーターが抱え込まないようなバックアップ体制が重要
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２-6

ハード面の整備や活用など、行政等の連携やバックアップが必要となる
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多様な世代を受け入れる居場所が少なく、地域の理解もさらに必要である

２-7
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制度の狭間の若者に対しての支援が少なく、ニーズ把握やメニューづくりが必要

２-8
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本人が課題と認識していない、相談の敷居が高いなど早期発見につながらない

２-9
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個別支援からの地域支援へ、課題を共有するプラットフォーム機能が必要

２-10
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個別の課題を地域の課題として共有、予防的視点での地域づくりが基盤

２-11
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重層事業の役割や機能が最前線の支援者までには十分知られていない

２-12
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福祉分野だけでは支援の限界、福祉以外の企業・団体等との連携協働

２-13
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重層事業自体の周知よりも、必要とされる背景や取組みなどの周知が必要

２-14
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他部署との間で事業の共有が十分ではなく、職員レベルまで理解が難しい

２-15
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人員体制が増員にならないまま事務量が増加し、負担が大きくなっている

２-16
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関係機関との連携や信頼関係の構築にかかる労力や時間は反映されない

２-17
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関係機関との情報共有に時間と手間がかかり、共通システムの導入が望まれる

２-18
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２-19

社協事業としての取り組みが委託事業化し予算がついたが、行政の意向が強い
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２-20

報告書や調査、記録業務の増加、会議体の準備や開催などの事務量の増加


